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３．作物・栽培方法別　農地性の判断例

判断 形態 作物 概念図 作物類例

水稲

（水田）

野菜
キャベツ、大根、にんじん、じゃがいも、さ
つまいも、いちご、ブロッコリー、大豆、
麦、玉ねぎ、青ねぎ、白ねぎ、つまもの等

特用作物 葉たばこ、茶、こうぞ、みつまた、い草

果樹 ぶどう、梨、柿、いちじく、ブルーベリー、
りんご、みかん、くり、くわ、等

苗 野菜苗、水稲苗、花卉苗、果樹苗、林業苗、
あし・カヤ苗、等

花き チューリップ、スイセン、カバープランツ、
他

花木 園芸用花木、庭木、盆栽、等

野菜
いちご、トマト、メロン、きゅうり、青ね
ぎ、葉ねぎ、つまもの等

特用作物 茶

果樹 ぶどう、柿、いちじく、等

苗 野菜苗、水稲パレット苗、花卉苗、果樹苗、
等

花き
チューリップ、スターチス、電照キク、トル
コキキョウ、花壇用ポット苗、贈答用花鉢
植、等の地直植・地直乗せ栽培

花木 千両、万両、しきみ、等

野菜
葉菜類水耕栽培、トマト水耕栽培、いちご
ポット栽培、等ベンチ等により地面から離れ
て栽培されるもの

果樹
ぶどうポット栽培、ブルーベリーポット栽
培、サクランボポット栽培、いちじくポット
栽培、等のポット栽培

苗
野菜ポット苗ベンチ栽培、花壇用ポット苗ベ
ンチ栽培、等

花き
贈答用花鉢植ベンチ栽培、等ベンチ等により
地面から離れて栽培されるもの

花木 千両、万両、しきみ、等のポット栽培等

菌類
菌床しいたけ、菌床シメジ、菌床えのき茸、
その他菌床菌類栽培

水田 養魚池 観賞魚、うなぎ、どじょう、上海蟹、エビ、
等

山林 菌類 椎茸原木栽培

水稲、れんこん、くわい、ジュンサイ等の水
田栽培作物、及び、大豆、麦、玉ねぎ、青ね
ぎ、等の転作作物

農地でない
もの

農業でない
もの

施設
（ハウス）

施設
（ハウス）

農地となる
もの

露地

土

礫等

ビニール等↑

シート

↑

礫等

ビニール等↑

シート

↑

棚

↑

ロックウール等

↑

水耕栽培↑

コンクリート等↑

コンクリート等↑
コンクリート等↑↑
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４．農地保有合理化事業

 農業経営基盤強化促進法に基づき、農地保有合理化法人が規模縮小農家等の農地を買入れ（借入
れ）、一定期間保有した後に担い手農家に売渡し（貸付け）を行うもの。

   特徴    中間保有・再配分機能
（売り手と買い手双方の条件がすぐに整う場合であれば、市町村が行う利用権設定等促進事業とほ
とんど差がないが、合理化事業では原則５年以内の中間保有ができることから、貸し付けた後に売
り渡すことも可能）

   メリット
　　　 ・譲渡所得の特別控除800万円（買入れ協議制度の場合は1,500万円）　
       ・公社から買う場合は、登録免許税、不動産取得税が軽減
       ・貸借の場合、貸し手に小作料一括前払いする制度がある

 問合先    しまね農業振興公社、市町村農業委員会等
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参入前

５．貸付金

○農業参入意向企業調査研究支援事業
　対象者　　　農業参入（※１）を希望する企業
　　　　　　　　※１「農業参入」・・・業として農業を行うこと
　事業内容　　消費者ニーズの把握、農産物・加工品等の販売ルートの開拓、加工品等の研究・試作、先
　　　　　　　進地視察研修、従業員の研修等に要する経費の1/2を無利子貸与。
　事業期間　　原則として貸付決定後１年間以内
　　　　　　　（特に必要と認められる場合は２年間以内）
　返還免除　　調査・研究開始後、原則１年間以内に農業参入し、その後引き続いて１年間県内において
　　　　　　　農業を行ったときは、資金の返還債務を全額免除。
　　          ただし、農業参入しなかった場合、及び参入後一年以内に農業を行わなくなった場合は、
　　　　　　　全額一括返還。
　事業費　　　調査研究等に要する費用の1/2を無利子貸与。貸与限度額は2,000千円。

問合せ先　県庁農業経営課・県隠岐支庁農林局・農林振興センター農業振興グループ

６．補助事業

○建設産業新分野進出支援事業
　対象者　　　新分野進出の調査研究を行う県内の建設業者等
             　 ※１「建設業者等」には測量等コンサルタントを含み、個人事業者も可。
  事業内容 　 新分野への進出を検討するために行う事前の調査又は研究等の取組みに要する費用を助
　　　　　　　成。
  事業費　　  調査研究等に要する費用の額の2/3以内を助成。なお、助成限度額は500千円。

問合せ先　県土木部土木総務課建設産業対策室
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７．補助事業

　　対象者　　　３戸以上の農業者の組織する団体等
　　事業内容　　集落単位から大字単位の範囲を地区として、農業の担い手となる経営体の確保・育成
              　を図るために、幅広い関係者の合意を基本として、生産・流通・加工等の施設を総合
              　的に整備する事業です。
　　補助内容　　農業生産・加工・販売するための施設・機械の整備、土地基盤整備にかかる事業費の
              　1/2（機械は1/3）以内を補助します。
　　　　　　　　事業費の上限は施設、機械により異なります。
　　事業実施年度　平成12年度～21年度

　　※一部修正の可能性あり

（１）国庫事業　ー　①経営構造対策事業

（２）県単独事業　ー　①企業参入促進整備事業

問合せ先　　市町村

　　対象者　　　農業以外の業を営む企業（有限会社、株式会社、合資会社、合名会社）又は企業が
                農業参入するために新たに設立した子会社・関連会社。
　　事業内容　　新たに１名以上（産地づくり型は２名以上）の雇用をするなど地域農業・経済の活
　　　　　　　　性化に貢献する企業が、農業参入する際に必要な施設や機械整備等の導入に対して
　　　　　　　　支援を行い、農業経営体を育成する事業です。
　　補助内容　　農業生産・加工・販売するための施設・機械の整備、土地基盤整備にかかる事業費
　　　　　　　　の1/3以内を補助します。
　　　　　　　　事業費500千円～50,000千円（産地づくり型は50,000千円～100,000千円）。
　　事業実施年度　平成17年度～19年度

参入時

問合せ先　　県庁農業経営課、市町村
　　　　　　県隠岐支庁農林局・農林振興センター農業振興グループ



（１）畜産業振興事業（独立行政法人農畜産業振興機構）
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　 低コスト肉用牛生産特別事業（社団法人中央畜産会）
   対象者　　 農業協同組合連合会、ＪＡ、公社
　　　　　　  ただし、肉用牛経営者に委託し、実証展示期間終了後肉用牛経営者に継承することが
              できます。
   事業内容　 低コスト肉用牛生産の実証展示を行うために必要な飼養管理・飼料生産用の施設・機
              械の設置、飼料作物等の作付け条件の整備等を行うことができます。
   補助内容　 家畜飼養管理施設の整備、簡易な草地造成、研修施設の整備を行うことができ、その
　　　　　　　1/2以内が補助されます。

問合せ先　　ＪＡ
　　　　　　県隠岐支庁農林局・農林振興センター農業振興グループ



（１）農業近代化資金

（２）農業経営基盤強化資金（通称：スーパーＬ資金）

（３）企業的農業法人育成推進利子補給事業
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　資金概要　　　ＪＡ、銀行等の融資に対し、国・県が利子補給を行い、低利に資金融通します。
　貸付対象者　　認定農業者
  資金使途　　　施設・機械整備、果樹等植栽・育成、家畜購入・育成、運転資金等
　貸付利率　　　認定農業者　0.75～1.55％
　貸付限度額　　法人　２億円
　融資率　　　　認定農業者　100％（法人3,600万円まで。それを超える場合は80％）
　償還期限　　　７～15年以内（うち据置期間２～７年以内）
  債務保証　　　島根県農業信用基金協会の保証が可能

問合せ先　　ＪＡ、銀行等融資機関、
　　　　　　県隠岐支庁農林局・農林振興センター農業振興グループ

　資金概要　　　 農林漁業金融公庫の融資に対し、行政等が利子補給を行い、低利に資金融通します。
                 農林漁業金融公庫の直貸とＪＡからの転貸があります。
　貸付対象者　　 認定農業者
  資金使途　　　 施設・機械整備、果樹等植栽・育成、家畜購入・育成、農地取得、運転資金等
　貸付利率　　　 0.75～1.7％
　貸付限度額　　 法人　５億円
　融資率　　　　 100％
　償還期限　　　 25年以内（うち据置期間10年以内）
  債務保証　　　 転貸の場合、島根県農業信用基金協会の保証が可能

問合せ先　　農林漁業金融公庫、ＪＡ
　　　　　　県隠岐支庁農林局・農林振興センター農業振興グループ

　事業概要　　　農業近代化資金、スーパーＬ資金を貸り受けた者に対して県、市町村（任意）
　　　　　　　　が上乗せ利子補給を行います。
　貸付対象者　　認定農業者（法人のみ）
  資金使途　　　施設・機械設備、土地取得、借地料、賃借料の一括払い
　貸付利率　　　0.0～0.85％
　貸付限度額　　１億円
　利子補給期間　農業機械５年以内、その他10年以内

問合せ先　　ＪＡ、銀行等融資機関
            県隠岐支庁農林局・農林振興センター農業振興グループ

８．制度資金 ※金利は変動します。



（４）農業経営改善促進資金（通称：スーパーＳ資金）

（５）企業参入促進資金
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　資金概要　　　国、県、融資機関の原資をもとに、認定農業者に対し運転資金を融通します。
　貸付対象者　　認定農業者
  資金使途　　　運転資金
　貸付利率　　　1.4％
　貸付極度額　　法人　2,000万円（畜産・施設園芸経営を含む場合は４倍）
　融資率　　　　100％
　償還期限　　　１年以内（当座貸越の場合は、１年程度）
  債務保証　　　島根県農業信用基金協会の保証が可能

問合せ先　　ＪＡ、銀行等融資機関
            県隠岐支庁農林局・農林振興センター農業振興グループ

問合せ先　　ＪＡ、銀行等融資機関
            県隠岐支庁農林局・農林振興センター農業振興グループ

　資金概要　　　ＪＡ、銀行等の融資に対し、県が利子補給を行い、低利に資金融通します。
　貸付対象者　　①企業参入促進整備事業の対象となる企業
　　　　　　　　②企業参入促進整備事業の要件を満たす企業
  資金使途　　　施設・機械整備、果樹等植栽・育成、家畜購入・育成、運転資金等
　貸付利率　　　1.7％
　貸付限度額　　①の企業にあっては、補助残相当額の80％（認定農業者並企業の場合は100％）
                と運転資金1,000万円（産地づくり型は2,000万円）
　　　　　　　　②の企業にあっては、5,000万円（うち運転資金は1,000万円までとし、運転資
　　　　　　　　金のみの借入は不可）
　融資率　　　　80％（認定農業者並企業は100％）
　償還期限　　　15年以内（うち据置期間３年以内）
  債務保証　　　島根県農業信用基金協会の保証が可能
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農業を営む法人であれば、主たる事務所の所在地のある市町村を区域とする共済組合（広域連合）
の組合員となることができます。
  県内には５つの共済組合、広域連合があります。
　  島根県東部農業共済組合（対象区域：松江市、安来市、八束郡）
　　出雲広域農業共済組合（対象区域：出雲市、雲南市、仁多郡、飯石郡、簸川郡）
　　石見農業共済組合（対象区域：大田市、浜田市、江津市、邇摩郡、邑智郡、那賀郡）
　　石西地区農業共済組合（対象区域：益田市、鹿足郡）
　　隠岐広域連合（対象区域：隠岐郡）
　それぞれの組合で取り扱っている共済事業の種類等については、次表を参照して下さい。

問合せ先　　島根県東部農業共済組合
          　出雲広域農業共済組合
          　石見農業共済組合
          　石西地区農業共済組合
          　隠岐広域連合

参入後

９．農業共済制度



島根県の農業共済事業
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事業の種類 加入の対象は（共済目的） 事業の内容は 加入基準（方法）は

当然加入

水稲20a～30a以上

麦　10a～30a以上

（各NOSAIにより異なる）

当然加入基準以下でも
加入できます

蓄種ごとに全頭包括して加入
（義務加入）

ぶどう

各々の果実ごとに栽培面積が
5a以上かき

（義務加入）
くり

畑作物共済
5a以上

（大豆）
（義務加入）

園芸施設の設置面積が2ａ以上
（義務加入）

農機具更新共済 農機具 災害による農機具の損害補償と
買換え資金の積み立て 任意加入

農機具損害共済 農機具 災害による農機具の損害補償 任意加入

建物共済 建物・家具類等 災害による建物・家具類等の損
害補償 任意加入

園芸施設共済
ガラス室・プラスチックハウ
ス・雨よけ施設・附帯施設・施

設内農作物

災害による施設の被害と施設内
農作物の損害の補償

大豆 災害による畑作物の減収量に対
する損失の補償

果樹共済 災害による果実の減収量に対す
る損失の補償

農作物共済 水稲・麦 災害による農作物の減収量に対
する損失の補償

家畜共済 牛・馬・豚 家畜の死亡・廃用事故と病傷事
故に対する損害の補償
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補償は 掛け金の国庫負担は 共済責任の期間は 損害評価は

3割以上の被害を補償 県平均 水稲 耕地の一筆ごと

（一筆方式） 水稲50.0％ 田植えから収穫まで 全相殺方式については

１割以上の被害を補償 麦　53.0％（平成14年） （直播の場合は発芽期から） 組合員ごと

（全相殺方式）
（但し、条件あり） 麦

発芽期から収穫まで

牛・馬　50％ 共済掛金納入の翌日から1年間

豚　　　40％ 肉豚は生後20日
～第8ヶ月目の末日

2割以上の被害を補償（半相
殺・全相殺）
3割以上の被害を補償（一筆
方式）

共済掛金納入の翌日から
加入月数の間

（4ヶ月～12ヶ月）

１棟当たり

　火災　5,000万円

　総合　1,500万円

　セット6,500万円

１台当たり

　　500万円

１台当たり

　　500万円

なし 共済掛金納入の日から１年間 １機種ごと

なし 共済掛金納入の日から
３年～８年 １機種ごと

50% １棟ごと

なし 共済掛金納入の日から1年間 １棟ごと

共済価額の8割まで補償

組合員ごと55% 発芽期から収穫まで

共済価額の8割まで補償 １頭ごと

3割以上の被害を補償（半相
殺）と2割以上の被害を補償
（全相殺） 50% 花芽の形成期から収穫まで 組合員ごと
4割以上の被害を補償（樹園
地）
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問合せ先　ＪＡ

１０．価格安定制度

（１）水稲　ー　①稲作所得基盤確保対策

  対象者　　生産調整実施者で、かつ集荷円滑化対策に係る拠出を行っている者
　対象米穀　農産物検査を受検した米穀（加工米除く）、米穀安定供給支援機構が行う支援の対象と
            なる米穀、生産目標数量の範囲内の米穀等の要件を全て満たす米穀
　しくみ　　当年産価格が基準価格※を下回った場合に、その差額の５割＋300円/60kgが補てんされ
            ます。
            　※基準価格：県の上場上位３銘柄の直近３年の加重平均価格。
　拠出単価　基準価格の2.5％

（１）水稲　ー　②担い手経営安定対策

  対象者　　水田経営面積が４ha以上ある認定農業者等で、稲作所得基盤確保対策に加入している
　　　　　　こと。
  しくみ　　稲作所得基盤確保対策の上乗せとしてＨ16年度から実施されます。
　　　　　　当該年の県の10ａ当り稲作収入が基準収入※を下回った場合に、その差額の９割から
            稲作所得基盤確保対策補てん金等を控除した額に、加入契約面積を乗じた額を補てん
            する。
               ※基準収入：県の直近３年平均の10ａ当り稲作収入
　拠出金　　基準収入の１％程度

問合せ先　ＪＡ



（３）野菜　ー　野菜価格安定対策事業

参考資料

　８１

　対象者　　大豆生産者
　しくみ　　当年産の販売価格が、あらかじめ銘柄ごとに定めた補てん基準価格※を下回った場合に、
            その８割を補てんする。生産者は事前に加入契約及び数量契約を行い、当該申込数量に
　　　　　　応じた拠出金の納付を行う。
              ※補てん基準価格：過去３年間の販売価格の平均
　拠出単価　補てん基準価格の３％。

　概要　　　市場に出荷された野菜の価格低落の影響を緩和
　対象者　　ＪＡを通じて出荷を行っている次の生産者、国の指定・特定産地の生産者（※１）、県
　　　　　　単独事業対象産地の生産者
            　※１「平成17年度野菜価格安定対策事業対象品目一覧」参照
　しくみ　　当年産の販売価格があらかじめ定めた保証基準額（※２）を下回った場合に、その８～
　　　　　　９割を補てんします。ただし、最低基準額も決まっています。
　　　　　　指定産地等で生産され、全農を通じて対象市場へ共同出荷された対象野菜が対象となり
            ます。
  　　　      ※２保証基準額：過去の市場価格から決められた平均価格に0.8～0.9を乗じた価格
　負担金　　あらかじめ積み立てる基金の16.7％～20％

問合せ先  　ＪＡ

問合せ先  　ＪＡ

（２）大豆　ー　①大豆作経営安定対策（大豆作経営安定資金）

問合せ先  　ＪＡ

（２）大豆　ー　②大豆交付金制度

　対象者　　ＪＡ等生産者団体を通じて出荷を行っている生産者
　対象大豆　ＪＡ等生産者団体を通じて出荷された大豆（ただし、大豆作経営安定対策への拠出を行
　　　　　　っていること）。
　しくみ　　生産年の前年に定めた全銘柄共通の単価※を定額助成されます。
　　　　　　ただし、大豆の販売価格が、農林水産大臣が定める生産費水準を超える場合は助成額は
　　　　　　調整されます。
　　　　　　　※（参考）Ｈ16年産では8,120円/60kg



８２

参考資料

平成17年度野菜価格安定対策事業　対象品目一覧

特定
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大田市
温泉津町
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川本町
美郷町
邑南町
浜田市
江津市
金城町
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益田市
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参考資料

８３

　対象者　　肉用牛肥育経営農家
　しくみ　　肥育牛１頭当りの推定所得が発動基準となる平均家族労働費を下回った場合に差額の８
            割を補てんします。
　　　　　　ＪＡなどを通じ県畜産振興協会と交付契約を結びます。また、肥育牛の登録申込みが必
            要です。
  拠出金　　地域積立金の1/4

問合せ先  ＪＡ

（４）肉用牛　ー　①肉用子牛生産者補給金制度

問合せ先  　ＪＡ

　対象者　　肉用子牛生産者
　しくみ　　四半期ごとに農林水産大臣が告示する全国の肉用子牛の平均売買価格が保証基準価格を
            下回った場合、その期間中に肉用子牛を販売したり、自家保留していれば、生産者補給
            金が交付されます。
　　　　　　ＪＡなどを通じ、畜産振興協会と交付契約を結びます。また子牛の登録申込みと個体登
            録を行わなければなりません。
　積立金　　生産者積立金の1/4

（４）肉用牛　ー　②肉用牛肥育経営安定対策事業





（１）農業近代化資金（認定農業者は「８．制度資金」の内容に同じ）

（２）経営体育成強化資金

（３）農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）・・・「８．制度資金」の内容に同じ

（４）企業的農業法人育成推進利子補給事業・・・・・「８．制度資金」の内容に同じ

（５）農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）・・・「８．制度資金」の内容に同じ

参考資料

　８５

１２．制度資金 ※金利は変動します。

　資金概要　　　ＪＡ、銀行等の融資に対し、国・県が利子補給を行い、低利に資金融通します。
　貸付対象者　　認定農業者
　　　　　　　　主業農業者（農業の売上高が総売上高の過半または農業粗収益１千万円以上、常時
                従事者である構成員がいる、簿記記帳の実施、これらの要件を満たす法人）
  資金使途　　　施設・機械整備、果樹等植栽・育成、家畜購入・育成、運転資金等
　貸付利率　　　認定農業者　0.75～1.55％
　　　　　　　　主業農業者　1.7％
　貸付限度額　　法人　２億円
　融資率　　　　認定農業者　100％（法人3,600万円まで。それを超える場合は80％）
　　　　　　　　主業農業者　80％
　償還期限　　　７～15年以内（うち据置期間２～７年以内）
  債務保証　　　島根県農業信用基金協会の保証が可能

問合せ先　　ＪＡ、銀行等融資機関、
　　　　　　県隠岐支庁農林局・農林振興センター農業振興グループ

問合せ先　　農林漁業金融公庫、ＪＡ
　　　　　　県隠岐支庁農林局・農林振興センター農業振興グループ

　資金概要　　　国等の原資をもとに、農業を営む法人に対し長期・低利融資を行います。農林漁業金
              　融公庫の直貸とＪＡからの転貸があります。
　貸付対象者　　農業法人（認定農業者除く）
  資金使途　　　施設・機械整備、果樹等植栽・育成、家畜購入・育成、農地取得等
　貸付利率　　　1.7％
　貸付限度額　　法人　５億円
　融資率　　　　80％
　償還期限　　　25年以内（うち据置期間３年以内）
  債務保証　　　転貸の場合、島根県農業信用基金協会の保証が可能




